別記第１号様式
平成　 　年　 　月　 　日

公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長　様

　　　　　〒

所在地　　
企業・団体名　　
代表者職

氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　
平成　　年度　地域中核企業国内販路開拓促進事業費助成金　交付申請書

標記助成金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１　事業の目的及び内容 
　(1) 事業実施計画

　　　別紙１のとおり

２　助成対象経費及び助成金申請額

(1) 助成対象経費：







円（４ 助成対象経費(計画)の(b)合計）
(2) 助成金申請額：







円（４ 助成対象経費(計画)の助成金申請額(b*助成率)）
３　申請区分（該当する枠にチェック☑してください）

　　□ 一般枠
□ 地方創生特別枠（□輸送、□ IT活用、□健康・福祉・医療、□食品、□エネルギー）
　　※「地方創生特別枠」については、募集案内の６頁をご確認ください。
　　※「地方創生特別枠」においては、助成上限額の範囲において、複数見本市（「地方創生特別枠」に定める分野に限る）の出展経費を助成対象として申請いただけます。
　　※「地方創生特別枠」以外については、「一般枠」を選択してください。
なお、「地方創生特別枠」で申請いただいた場合でも、機構において「地方創生特別枠」に該当しないと判断する場合は、「一般枠」に変更していただきます。

４　申請助成率区分（該当する枠にチェック☑してください）

□ １／２
 　 □ ２／３（□ 新製品を用いて、新たな市場・分野の販路開拓を目的とした出展）
（□ 新規利用企業）
別紙１
平成　　年度　地域中核企業国内販路開拓促進事業　実施計画書

	〔連絡担当者所属／氏名〕

	〔電話番号〕


	〔FAX番号〕


	〔E-mailアドレス〕 




１　地域中核企業（申請者）の概要
（１）企業名： 
（２）代表者職・氏名： 
（３）業種（日本標準産業分類の中分類）：
（４）所在地住所： 〒
（５）設立年月： 　　　　　 　年　　　月
（６）資本金：　　　　　　　　千円（平成　 　　年　　　月現在）
（７）従業員数： 常用　　　　　人　・　臨時　　　　　人
（８）直近決算における年間売上高：　　　　　　千円（平成　 　　年　　　期）
（９）県内企業への自社製品用部材等の発注額　　※単なる商品購入は該当しない
　　｛アからエのいずれかを○で囲み、表①（エに該当する企業にあっては表①及び②）に発注額等を記載のこと｝
　　ア　直近決算期における発注額の合計が５億円以上

イ　直近決算期における発注額の合計が３億円以上

　　ウ　直近決算期における発注額の合計が１億円以上

　　エ　直近決算３期中２期における発注額の合計がそれぞれ１億円以上
1� 第　　期（平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日）　　合計　　　　　　　千円
	企業名

（所在市町村名）
	発注額（千円）

(主な発注製品：部材等名称）
	
	企業名

（所在市町村名）
	発注額（千円）

(主な発注製品：部材等名称）

	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　 ）

	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）


　②　第　　期（平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日）　　合計　　　　　　　千円
	企業名

（所在市町村名）
	発注額（千円）

(主な発注製品：部材等名称）
	
	企業名

（所在市町村名）
	発注額（千円）

(主な発注製品：部材等名称）

	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）


注１：表には発注先企業毎の発注額を記載すること。記載企業数が多い場合は、別紙として差し支えない。
注２：決算書の財務諸表（貸借対照表、損益計算書、製造原価報告書）の写しを添付すること。

（10）直近１年以内の他社への部材等発注実績（５社以上：１社につき２回以上）

	企業名
（所在市町村名）
	発注年月日
	部材等名称（用途）

	
	
	

	（　　　　　　　）
	
	

	
	
	

	（　　　　　　　）
	
	

	
	
	

	（　　　　　　　）
	
	

	
	
	

	（　　　　　　　）
	
	

	
	
	

	（　　　　　　　）
	
	


注１：申請日から1年以内に継続して発注している部材等について、企業毎・日付順に記載すること。

注２：発注実績（企業名、発注年月日、部材等名称・用途）を証する書類（発注伝票等）の写しを添付すること。該当ページのみ添付し、該当箇所がわかるように示すこと。
注３：部材等名称欄に、括弧書きでその用途を記載すること。

２　事業の概要（※出展要項などの見本市等概要がわかるものを添付のこと）
（１）見本市等の名称： 
（２）開催場所： 
（３）開催期間： 平成　　　年　　　月　　　日（　　）　～　　　　月　　　日（　　）
（４）開催規模： 総ブース数 　　　　　　　　　　　 過去の来場者数 　　　　　　　　　　
（５）出展予定ブース数：　　　　　　　ブース　  　　　　　　　小間 
（６）主な出展予定製品：
	製品区分
(該当区分にチェック☑)
	品　名
	単　価
	備　考

	□新製品 □既存製品
	
	
	

	□新製品 □既存製品
	
	
	

	□新製品 □既存製品
	
	
	

	□新製品 □既存製品
	
	
	

	□新製品 □既存製品
	
	
	


※「新製品」とは、自社にとって「新製品」であり、申請年度の前年度中に開発・改良された製品、または、今年度申請する見本市等の会期までに開発・改良が完了する製品とします。
ただし、前年度に開発・改良した製品であっても、前年度、既に本事業を利用して見本市等に出品したものと同一製品の場合は、「助成率2/3」の対象外とします。
（以下（７）～（９）は、地域中核企業を含むグループによる出展の場合のみ記載のこと）

（７）出展企業数： 　　　　　　　　　社
（８）出展予定ブース数：　　　　　　　ブース　  　　　　　　　小間
（９）出展予定企業毎の主な出展予定製品
	企業名
	製品区分
(該当区分にチェック☑)
	品　名
	単　価
	備　考

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	


２　出展の概要（以下の内容について、該当する項目へのチェック☑、及び記入をお願いします）

（１）申請助成率区分

□ １／２　

　  □ ２／３（□ 新製品を用いて、新たな市場・分野の販路開拓を目的とした出展）
（□ 新規利用企業）
（２）申請見本市等の出展目的及び見本市等を選定した理由、期待される出展効果について

（３）ターゲット市場・分野、及び出展する製品の特徴について（具体的かつ簡潔に）
①【１／２】を選択した方
②【２／３：新規利用企業】を選択した方

③【２／３：新製品を用いて、新たな市場・分野の販路開拓を目的とした出展】を選択した方

＜「新製品の具体的な特徴」に関する記入例 ＞（実際はより具体的な記入をお願いします）
従来、当社は比較的高い耐食性能を必要としない対象物向けの表面処理を主要事業としていたが、今回、新たに従来素材より耐食性が約10倍向上した新素材を開発。この新素材は、屋外の厳しい環境にも十分使用に耐えうる実証結果も得られたことから、今後、自動車外装品、エクステリア部品等、広く屋外で使用する製品市場の開拓が大いに期待できる。このことから今回○○展示会に出展し新市場の開拓を図る。
また、当該新素材の価格は他社の既存素材より５％程度安く提供できることから、価格的にも競争力を有し、併せて、既に特許申請も終了している。
（４）申請見本市等を含めた今後の製品の販路拡大、ＰＲ等の戦略について

（５）出展から１年間での目標とする商談成約金額、及び県内企業への発注額について


４　助成対象経費（計画）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(単位:円)
	項  目
	助成対象経費
消費税込(a)
	助成対象経費※1
消費税抜き(b) 
	積算根拠
	支払予定時期
(例) H30年6月上旬

	会場借上費
	
	
	
	Ｈ　 年　 月　　

	会場設営費
	
	
	
	Ｈ　 年　 月　　

	広告宣伝費
	
	
	
	Ｈ　 年　 月　　

	通信運搬費
	
	
	
	Ｈ　 年　 月　　

	展示品等輸送費
	
	
	
	Ｈ　 年　 月　　

	旅　費※２
	
	
	
	Ｈ　 年　 月　　

	謝　金
	
	
	
	Ｈ　 年　 月　　

	小　計
	
	
	
	

	委託費※３
	
	
	
	Ｈ　 年　 月　　

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	助成金申請額（※千円未満切り捨て）　(b)の合計×( □ 1/2または □ 2/3 )　
	


※１　消費税は、助成対象外です。

※２　地域中核企業のみの出展の場合は２名を、グループによる出展の場合は１社当たり１名を上限とします。
※３　委託費は、助成対象経費合計（消費税抜き）の1/2を上限とします。
注１　助成対象経費の積算根拠となる資料（見積書、過去出展時の請求書や領収書等）を添付すること。
注２　振込手数料や交付決定日前に支払った経費は、助成対象外となります。
（※記載スペースが足りない場合には、欄を広げるか適宜別紙等を添付してください。）

別記第２号様式
平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長　様

　　　　〒

所在地　　
企業・団体名　　
代表者職

氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
　
平成　　年度　地域中核企業国内販路開拓促進事業　変更承認申請書

　平成　　年　　月　　日付け新産創第　　　号にて助成金の交付決定通知のあった標記事業を下記のとおり変更したいので、地域中核企業国内販路開拓促進事業実施要領第９条第１項の規定により申請します。
記

１　変更の理由

　　　
　　　
　　　
２　変更の内容

　　　別紙１のとおり

注）別紙１は別記第１号様式の別紙１に準じて作成するものとし、変更予定の内容が比較できるよう、
既申請分に変更申請分を（　）書きで併記すること。

別記第３号様式
平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長　様

　　　　〒

所在地　　
企業・団体名　　
代表者職

氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度　地域中核企業国内販路開拓促進事業　中止（廃止）承認申請書

　平成　　年　　月　　日付け新産創第　　　号にて助成金の交付決定通知のあった標記事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、地域中核企業国内販路開拓促進事業実施要領第９条第２項の規定により申請します。
記

１　中止（廃止）の理由
　　

　　

　　
別記第４号様式
平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長　様

　　　　〒

所在地　　
企業・団体名　　
代表者職

氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度　地域中核企業国内販路開拓促進事業　実績報告書

　平成　　年　　月　　日付け新産創第　　　号にて助成金の交付決定通知のあった標記事業が完了したので、地域中核企業国内販路開拓促進事業実施要領第10条の規定により下記のとおり報告します。
記

１　事業実績

　　　別紙１のとおり

２　添付書類

・ブース写真 ※外観等がわかるもの
・出展製品の写真

・請求書及び領収書等
別紙１

地域中核企業国内販路開拓促進事業　実績報告書

	〔連絡担当者所属／氏名〕


	〔電話番号〕


	〔FAX番号〕


	〔E-mailアドレス〕 




１　事業の概要（実績）
（１）見本市等の名称： 
（２）開催場所： 

（３）開催期間： 平成　　　年　　　月　　　日（　　）　～　　　　月　　　日（　　）
（４）開催規模： 総ブース数 　　　　　　　　　　　 総来場者数 　　　　　　　　　　
（５）出展ブース数：　　　　　　　ブース　　　　　　　　小間 
（６）主な出展製品：

	製品区分
(該当区分にチェック☑)
	品　名
	単　価
	備　考

	□新製品 □既存製品
	
	
	

	□新製品 □既存製品
	
	
	

	□新製品 □既存製品
	
	
	

	□新製品 □既存製品
	
	
	

	□新製品 □既存製品
	
	
	


（以下（７）～（９）は、地域中核企業を含むグループによる出展の場合のみ記載のこと）
（７）出展企業数： 　　　　　　　　　社
（８）出展ブース数：　　　　　　　ブース　  　　　　　　　小間
（９）出展企業毎の主な出展製品
	企業名
	製品区分
(該当区分にチェック☑)
	品　名
	単　価
	備　考

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	

	
	□新製品 □既存製品
	
	
	


２　事業効果（以下の内容について、具体的に記入してください。）
（１）見本市等出展によって得られた効果について

（２）見本市等出展での課題及び今後の対応策について

（３）商談実績等
	1 
	商談件数 ※１
	　　件

	　
	成約件数・成約額 ※２　　・・・（ア）
	　　　　　　件　・　　　　　万円

	　
	(主な成約相手） ※３
	　

	
	成約見込件数・見込額  ・・・（イ）
	　　　　　　件　・　　　　　万円

	　
	継続商談件数
	件

	2 
	（ア）＋（イ）の合計額のうち、

県内企業への発注見込額
	万円


※１　商談件数：名刺交換、次の話に及ぶこと

　　　　　　　　　　　　　　　　・商品説明　・カタログ提示、提供　・試供品提供　・セリングポイント伝達　・見積書提出　・取引条件説明

※２　成約件数：発注確認ができていること（契約書、メール、口頭）
※３　主な成約相手先：成約額の大きな相手先２～３社を記載

３　助成対象経費の実績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(単位:円)
	項  目
	助成対象経費
消費税込(a)
	助成対象経費※1
消費税抜き(b) 
	積算根拠
	添付書類
番号注）

	会場借上費
	
	
	
	

	会場設営費
	
	
	
	

	広告宣伝費
	
	
	
	

	通信運搬費
	
	
	
	

	展示品等輸送費
	
	
	
	

	旅　費※２
	
	
	
	

	謝　金
	
	
	
	

	小　計
	
	
	
	

	委託費※３
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	助成金申請額（※千円未満切り捨て）　
(b)の合計×( □ 1/2または □ 2/3 )　
	


注）支出実績を証する書類（請求書、領収書）の写しを添付すること。また、添付書類には番号を振るなどして、項目と助成対象経費が分かるようにすること。
※１　消費税は、助成対象外です。

※２　地域中核企業のみの出展の場合は２名を、グループによる出展の場合は１社当たり１名を上限とする。

※３　委託費は、助成対象経費合計（消費税抜き）の1/2を上限とします。
注１　振込手数料や交付決定日前に支払った経費は、助成対象外となります。
（※記載スペースが足りない場合には、欄を広げるか適宜別紙等を添付してください。）

別記第５号様式

平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長　様

　　　　　　　〒

所在地　　
企業・団体名　　
代表者職

氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度　地域中核企業国内販路開拓促進事業費助成金　交付請求書

　平成　　年　　月　　日付け新産創第　　　号にて助成金の額の確定通知のあった標記事業助成金について、地域中核企業国内販路開拓促進事業実施要領第11条の規定により下記のとおり請求します。

記

１　出展見本市名：

２　助成金請求額：金　　　　　　　　　　　円

３　振込口座

　　　銀行名・支店名：

　　　口座種別：

　　　口座番号：

　　　口座名義：

　　 （ﾌﾘｶﾞﾅ）：

①出展目的








②見本市等の選定理由・出展効果














ア．ターゲットとする市場・分野











イ．製品の特徴（他社製品と比較した場合の優位性、機能性の高さ等）　





























ア．既存の市場・分野と新たに開拓を図る市場・分野との具体的な相違点


・既存の市場・分野





・新たに開拓を図る市場・分野


（現行の市場規模○○億円・○万人等に対し、５年後の獲得目標としての金額・人数・規模等）





イ．新製品の具体的な特徴（機能・性能、素材、デザイン等）


・自社の既存製品と比較した場合で機能等が向上した点





・他社製品と比較した場合の機能の優位性等　





























①商談成約金額　　　　　　　　　　　　千円


②県内企業への発注額　　　　　　　　　千円











【確認事項】（該当する項目にチェック☑してください）


□私（当社）は反社会的勢力に該当せず、今後においても反社会的勢力との関係を持つ意思がないことを確約します。


□本事業期間に、同一の内容で国または地方公共団体や公的機関からの補助・助成を受け出展する見本市等がないことを確約します。














①課題











②対応策





















